
 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

資 料 １

ＵＰＺ内における対応について

ＵＰＺ内における対応について、災害時に対応すべき事項及び今後整理や調整が

必要な点は、以下の通り（なお、ＰＡＺ内における対応と重複する事項については、

記載を省略している）。

これらの課題に対する対応について、以下の通り、対応する。

（第 11 回作業部会（令和２年２月２日開催）で使用した資料に、太文字で加筆・

修正。）

１．ＵＰＺ内における防護措置の考え方 

① 全面緊急事態となった場合、放射性物質の放出前の段階において、ＵＰＺ内住

民は屋内退避を開始。 

② 国の原子力災害対策本部は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、原子力災害対策指

針で定める基準（ OIL）に基づき、空間放射線量率が基準値を超える区域を特定

する。毎時 500μ ㏜超過の区域を数時間内を目途に特定し、当該特定された地

域の住民は、速やかに避難等（移動が困難な者の一時屋内退避を含む。）を行う

（OIL1）。また、毎時 20μ ㏜超過した時から概ね１日が経過した時の空間放射

線量率が毎時 20μ ㏜超過している区域を特定し、当該特定された地域の住民

は、1週間程度内に一時移転を行う（ OIL2）。 

 一時移転等に備えた体制（対策本部設置、情報伝達体制の構築等）を整備す

る必要。

⇒「一時移転等に備えた関係者の対応」「一時移転等を行う際の情報伝達」を整理。
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一時移転等に備えた関係者の対応

柏崎刈羽
原子力発電所

新潟県原子力災害対策本部

柏崎刈羽
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

ＵＰＺ

ＰＡＺ

燕市災害対策本部
つばめし

見附市災害対策本部
みつけし

出雲崎町災害対策本部
いずもざきまち

小千谷市原子力災害
対策本部

おぢやし

十日町市災害対策本部
とおかまちし

新潟県柏崎刈羽ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

上越市災害対策本部
じょうえつし 

 新潟県及び関係市町は、警戒事態で原子力災害警戒本部等を設置し、施設敷地緊急事態で原子力災害
対策本部等に移行。 

 新潟県は、住民の一時移転等に備え、新潟県内のﾊﾞｽ会社に緊急時における輸送力確保の協力協定に基
づき、ﾊﾞｽの派遣準備を要請。 

 関係市町は、職員配置表や職員の行動ﾏﾆｭｱﾙに基づき、一時移転等の対象となる各地区に職員を配置。

かしわざきかりわ

かしわざきかりわ

かしわざきかりわ

柏崎市原子力災害
対策本部

かしわざきし

長岡市原子力災害
対策本部

ながおかし

一時移転等を行う際の情報伝達 

 一時移転等の指示は、国の原子力災害対策本部から、新潟県及び関係市町に対し、FAX・ﾃﾚﾋﾞ会

議ｼｽﾃﾑ等を用いて伝達。 
 新潟県、関係市町・機関から、住民、自治会、消防団、農協、漁協、医療機関、社会福祉施設、教育

機関等へは、防災行政無線、広報車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、電話、FAX等のあらゆる情報発信手段

を活用して伝達。

 

 

 

 

 

 

 

原子力災害対策本部
（首相官邸）

現地対策本部 

FAX・ﾃﾚﾋﾞ会議 電話・FAX等
ｼｽﾃﾑ等

自治会、消防団、農
協、漁協、医療機関、
社会福祉施設、教育
機関 等

関係市町
原子力災害対策本部等

新潟県原子力災害
対策本部

（新潟県庁） 

防災行政無線、広報車、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、ﾃﾚﾋﾞ、
ﾗｼﾞｵ、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ 等

住民
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２．ＵＰＺ内の観光客等の一時滞在者の避難等 

① 新潟県及び関係市町は観光客等一時滞在者に対し、帰宅等を呼びかける。 

② 自家用車等により速やかに帰宅等可能な一時滞在者は、自家用車等にて帰宅等

を開始。路線ﾊﾞｽ等公共交通機関も利用できない観光客など、帰宅等に時間を要

する一時滞在者については、宿泊施設等へ移動。その後、全面緊急事態までに

公共交通機関を利用し帰宅等可能な一時滞在者は、帰宅等を実施。 

③ 全面緊急事態の段階までに帰宅等が困難な一時滞在者は、宿泊施設等において

屋内退避を実施し、その後、 OIL 基準に基づく一時移転等の指示があった場合

には、徒歩等により一時集合場所に集まり、新潟県及び関係市町が確保した車

両で一時移転等を実施。 

 帰宅等の呼びかけの開始タイミングを検討する必要。

⇒「UPZ内の観光客等一時滞在者の避難等」を整理。

帰宅等の呼びかけのタイミングは、施設敷地緊急事態から実施（柏崎市は PAZ も

含むため、以前の整理の通り、警戒事態から実施）。

 新潟県及び関係市町は観光客等一時滞在者に対し、施設敷地緊急事態において、帰宅等を呼びかける。 

 自家用車等により速やかに帰宅等可能な一時滞在者は、施設敷地緊急事態の段階で、自家用車等にて帰宅等を開始。 

 路線ﾊﾞｽ等公共交通機関も利用できない観光客など、帰宅等に時間を要する一時滞在者については、最寄りの地区ｺﾐｭﾆ

ﾃｨｾﾝﾀｰ等へ移動。その後、全面緊急事態までに公共交通機関を利用し帰宅等可能な一時滞在者は、帰宅等を実施。 

 全面緊急事態の段階までに帰宅等が困難な一時滞在者は、宿泊施設等において屋内退避を実施し、その後、OIL基準に

基づく一時移転等の指示があった場合には、徒歩等により一時集合場所に集まり、新潟県及び関係市町が確保した車両で

一時移転等を実施。 

UPZ内の観光客等一時滞在者の避難等

帰宅
等の
呼び
かけ

＜観光客等一時滞在者の避難の流れ＞

自
宅
等

自家用車等
自
家
用
車
等
に
よ
り

速
や
か
に
帰
宅
等
可

能
な
一
時
滞
在
者 ※

バス

一
時
集
合
場
所
に
集
合

避難
指示

宿
泊
施
設
等
へ
移
動 

O 
I 
L
基
準
の
超
過

宿
泊
施
設
等
に
て

屋
内
退
避

全
面
緊
急
事
態

施
設
敷
地
緊
急
事
態

避
難
先

自
宅
等

公
共
交
通
機
関
を
利

用
し
帰
宅
等
を
実
施 

※ 避難退域時検査の実施

自家用車、観光バス
のほか、路線バス等
公共交通機関で速
やかに帰宅等が可
能な一時滞在者

路線バス等公共交
通機関が利用できず、
帰宅等に時間を要す
る一時滞在者

移
動
手
段
が
確
保
で
き

ず
帰
宅
等
に
時
間
を

要
す
る
一
時
滞
在
者

移
動
手
段
を
確
保
で
き
た

際
に
は
帰
宅
等
を
実
施 
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 新潟県内で858施設

（収容可能人数：

644,595人）を確保

３．ＵＰＺ内住民の一時移転等 

① UPZ内関係市町の避難計画に基づき、住民の一時移転等を行う。 

② 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果や、避難経路や避難先の被災状況等、何らかの理由で予定

していた避難先が使用できない場合には、新潟県は県内市町村と、他の避難先

の調整を行う。 

③ 新潟県内において避難先施設が確保できない場合には、国、全国知事会、災害

時応援協定を締結している関係地方公共団体等と調整を行う。 

 新潟県内において、避難住民の受入れが可能な避難先施設を確保できている

か確認が必要。 

 避難経由所の運営等にかかる要員の確保が必要。 

⇒「UPZ内住民の一時移転等」を整理。

受入れ可能な避難先施設の確保は、確認中。

避難経由所の運営等にかかる要員の確保は、必要人数を算定中。

UPZ内住民の一時移転等 

 住民を安全かつ円滑に一時移転等させるため、国の原子力災害対策本部、県及び関係市町が、実施に係る実務
（避難先の準備、避難経路の確認、輸送手段の確保、避難退域時検査及び簡易除染の実施体制、地域毎の一時
移転等開始時期など）の調整を行う。 

 UPZ内関係市町の避難計画に基づき、住民の一時移転等を行う。 
 なお、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果や、避難経路や避難先の被災状況等、何らかの理由で予定していた避難先が使用で

きない場合には、新潟県は県内市町村と、他の避難先の調整を行う。 
 また、新潟県内において避難先施設が確保できない場合には、国、全国知事会、災害時応援協定を締結している

関係地方公共団体等と調整を行う。 
 UPZ内において、道路等が通行不能な場合の復旧策や降雪時の避難経路の確保等の対応は「4．PAZ内の施設

敷地緊急事態における対応」のとおり。

避難元
（８市町） 

UPZ内人口 
417,318人

新潟県が手配した車両（ﾊﾞｽ）等で
避難経由所まで移動するために、
一時的な集合場所として活用

＜利用対象者＞ 
 自家用車避難が困難な住民 
 避難可能な在宅の避難行動要

支援者のうち、ﾊﾞｽ等で避難す
る者

一時集合場所

避難先 
 自家用車で避難する住民 

 各広域避難所に移
動するための受付
等を実施

避難経由所 

 車両等の検査 

 簡易除染の実施
（必要に応じ）

避難退域時検査場所

確認中 
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４．ＵＰＺ内の学校・保育所等の防護措置 

① 学校原子力災害対策本部は関係市町災害対策本部等の指示により、学校等の対

応及び保護者の迎え等について保護者あてに連絡（ﾒｰﾙ配信等）し、児童等の帰

宅又は保護者への引渡しを実施。全面緊急事態までに保護者への引き渡しを完

了する。 

② 引き渡しができなかった児童等は、屋内退避（校舎内）を実施する。その後、

事態が悪化し、関係市町災害対策本部等から一時移転等の指示が出された場合

は、職員等とともに一時移転等を行い、避難先において保護者に引き渡す。 

 学校・保育所において原子力災害時避難計画を策定する必要。 

 引渡しの開始タイミングを検討する必要。 

⇒「UPZ内の学校・保育所等の防護措置」を整理。

学校・保育所の原子力災害時避難計画は、現在策定中。

引渡しの開始タイミングは、施設敷地緊急事態から開始（柏崎市は PAZ も含むた

め、以前の整理の通り、警戒事態から開始）。

国
教育機関数 児童・生徒数

保育所・
幼稚園等 

148 13,195

小学校 90 21,006

中学校 48 10,544

中高一貫 1 412

高校 22 11,399

高等専門
学校 

1 1,125

特別支援
学校 

8 518

合 計 318 58,199

原子力
事業者

新潟県

保護者へ
引渡し

関係市町・教育委員会
「原子力災害に係る学校の

危機管理ﾏﾆｭｱﾙ」に基づき行動開始

学校原子力災害対策本部を設置

屋内退避の準備

屋内退避
（校舎内退避）

人員確認
保護者連絡

屋内退避
指示

連絡 

UPZ 内の教育機関数
施設敷地緊急事態
（例 全交流電源喪失が 30分以上継続）

保護者

＜教育機関＞

＜行政機関＞

引渡しが出来なかった児童等と職員の避難

一時移転等指示

出典：新潟県地域防災計画（原子力災害対策編：資料編）
（平成 31年3月修正、新潟県防災会議）を基に作成。 
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５．ＵＰＺ内の医療機関・社会福祉施設の避難先 

① ＵＰＺ内にある全ての医療機関、社会福祉施設については、国の原子力災害対

策本部から一時移転等の指示が出た場合における受入候補施設を、新潟県原子

力災害対策本部の調整により確保。 

 ＵＰＺ外の避難先施設（医療機関、社会福祉施設）の受入施設数、受入可能

人数をあらかじめ整理しておく必要。 

 ＵＰＺ内の医療機関・社会福祉施設の避難先の調整スキームをあらかじめ明

確にしておく必要。 

⇒「UPZ内の医療機関・社会福祉施設の避難先」を整理。 

UPZ 外の受入施設数、受入可能人数をあらかじめ整理。

医療機関、社会福祉施設の原子力災害時避難計画は、現在策定中。

「UPZ内の支援が必要な要配慮者の受入れに係るｽｷｰﾑ」を整理。

＜ UPZ内＞ ＜ UPZ外＞

施設区分

避難元施設

施設数
定員数
（人）

医療機関（病院・有床診療所） 25 5,968

社会福祉施設
（入所施設）

高齢者施設 206 8,893

障害者施設 110 1,187

児童福祉施設 1 30

救護施設 2 270

小計 319 10,380

合 計 344 16,348

避難先施設

受入施設数
受入可能人数

（人） 

146 21,697 

1,107 44,025 

161 3,864 

14 289 

4 499 

1,286 48,677 

1,432 70,374

出典：新潟県地域防災計画（原子力災害対策編：資料編）（平成 31年3月修正、新潟県防災会議）を基に作成。
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６．ＵＰＺ内における在宅の避難行動要支援者の防護措置 

① 在宅の避難行動要支援者及び同居者並びに屋内退避や避難に協力してくれる支

援者に対し、防災行政無線、広報車、緊急速報ﾒｰﾙ、ﾃﾚﾋﾞ、ﾗｼﾞｵ等を用いて情報

提供を行い、在宅の避難行動要支援者の屋内退避・一時移転等を実施。 

② 支援者の同行により、地域住民と一緒に避難できる在宅の避難行動要支援者は、

一時移転等が必要となった際には、関係市町が準備した避難先に一時移転等を

行う。なお、介護ﾍﾞｯﾄﾞ等が必要な在宅の避難行動要支援者は、県災害対策本部

において関係機関と調整し避難先を確保。 

③ また、行政、自治会、消防団等の協力により屋内退避・一時移転等ができる体

制を整備。 

 避難行動要支援者を支援する体制の構築が必要。 

⇒「UPZ内の支援が必要な要配慮者の受入れに係るｽｷｰﾑ」を整理。

７．輸送能力の確保 

 必要な輸送能力（特に福祉車両）をどのように確保するのかをあらかじめ整

理する必要。 

⇒「UPZ内の支援が必要な要配慮者の受入れに係るｽｷｰﾑ」を整理。

東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）の確保している福祉車両（ 31台）も活用。

UPZ内の支援が必要な要配慮者の受入れに係る調整ｽｷｰﾑ 

 新潟県では、新潟県原子力災害対策本部内に設置される福祉保健班において、原子力災害広域
避難受入調整ﾏﾆｭｱﾙ等に基づき、一時移転等において支援が必要な要配慮者の受入れに係る調
整を実施。

受入先確保のﾏｯﾁﾝｸﾞﾌﾛｰ

福祉保健班

福祉団体等 

②

要配慮者施設

在宅の避難行動
要支援者 

③ 

①新潟県と避難元自治体等が協力し、避難に際して支援が必要な要配慮者の情報を共有
（情報収集・連絡等） 

②新潟県と避難先自治体等で避難先施設を調整（施設確保・協力要請等） 
③新潟県と福祉団体※等が協力し、避難先施設の受入準備を支援及び介助要員等を確保
あわせて、新潟県ﾊｲﾔｰ・ﾀｸｼｰ協会等に車両の手配を要請し、必要な福祉車両を確保 

④新潟県から避難元自治体へ避難先施設を連絡するとともに、福祉車両を手配 
⑤避難先施設への避難を開始するとともに、福祉団体等から介助要員等を派遣、県から必要な
物資等を供給

避難元
自治体

要配慮者施設

福祉避難所

避難先
自治体

新潟県原子力災害対策本部 

④ 

⑤ 

⑤ 

※ 新潟県災害福祉広域支援ﾈｯﾄﾜｰｸ協議会が設置する「災害福祉支援ﾁｰﾑ（ DWAT）」等を想定 

⑤ 

① 

④

以上
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